
主要施策名：（２）コミュニティ活動の充実

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

（３）地域コミュニティ
の担い手育成

623-1 公民館支館活動推進事業
コミュニティ推進

課

622-1 自治公民館施設整備事業
コミュニティ推進

課

622-2 岱明防災コミュニティセンター建設事業
コミュニティ推進

課

事務事業本数：3

⑥公平で誇りの
持てる社会づくり

（２）コミュニティ活
動の充実

（２）コミュニティ活動
拠点の整備
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 2 7

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 公民館支館活動推進事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 隈部　智華

事務事業コード 623-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑥公平で誇りの持てる社会づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）コミュニティ活動の充実

■ 該当施策区分 （３）地域コミュニティの担い手育成

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 社会教育法、玉名市公民館条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

生涯学習社会の確立のためには、各支館活動の充実が不可欠であることから、それぞれの支館が個性や創造性を
生かした計画づくりを行うとともに、地域の担い手の育成を積極的に推進する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、支館

意図
（どのような状態にしたいか）

支館長会議、研修会等の開催や委託料（運営費）での支館活動を支援し、支館長を中心にした支館活動の活発化を
図るとともに、地域住民の連帯を図る。また、多くの支館が実施しているレクリエーション性の強い事業に加え、生活
改善や地域振興へつながる事業の提案を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

　地域力向上と住民主体の活動を推進するため、支館長会議や支館
長研修会及び公民館研修会等に支館長及び公民館職員が参加し、支
館活動の実践例を学び支館長相互の交流を図り、事業の活性を図る。
　支館運営については、各支館に委託しており、地域性にあった各種ス
ポーツ大会や文化事業などが自主的に実施できるように支援する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 玉名市公民館支館長育成事業

② 玉名市公民館支館活動推進事業

③ 岱明町公民館支館事業支援業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 7,546 7,536 7,963 5,496 0

一般財源 7,546 7,536 7,963 5,496

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.34 1.90 1.53 1.53

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 640 771

0.72 0.72

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 15,447 17,940 17,745 15,327

小　　　　計 7,901 10,404 9,782 9,831

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

玉名市公民館支館長育成
事業

支館長会議・研修会を開催す
る。

研修会実施回数 回 3 2 1 5

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

21 21 21

岱明町公民館支館事業支
援業務

支館活動を通したまちづくりの
支援を行う。

支援支館数 支館 4 4 4 4

玉名市公民館支館活動推
進事業

公民館支館運営のために委託料
を支出し、活動支援を行う。

委託料交付団体数 団体 21

15,327

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 2 28 2

R03年度予算

対象（ 支館事業参加人数 11194 9923 644 10000

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 15,447 17,940 17,745

1797.77% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 76.33% （↓） 6.56% （↓）

15.2 9.2 15.0

16.9 15.1 0.98
1 支館事業参加人数割合

支館が主催した事業の参加人数の人
口に対する割合（毎年度3月31日を人
口を基準とする）

％
15.1

― ― 100

― ― 23.8
2 支館長研修参加率

支館長対象研修の参加率。研修参加
支館長延べ人数／（21支館×研修回
数）。

％
―

＊成果未達成時の理由
新型コロナウイルス感染拡大のため、支館のほとんどの行事が中止となったため支館行事への参加割合は大幅に減少した。研修
に関しても、新型コロナウイルス感染拡大のため当初予定していた研修が開催できず、急遽、地域課題解決につながる内容の公

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

該当しないため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

支館への活動委託という形の見直し等を行う予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大のため、検討を行うための会議が
開催できなかった。ただし、少しでも新たな取り組みをすべく、地域課題の解決につながる研修を支館長に対し呼びかけを行
い、一部の支館長の受講につながった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

形骸化していた市外への一泊二日の支館長研修も、内容を検討し、先進地視察や九州管内の県や自治体等が行う研修への
参加（日帰り）へ切り替えた。今年度は、地元の抱える問題等の解決につながるような研修を２回、今後の地域運営に関する
先進地視察を１回予定している。コロナ過での意見集約は困難であるが、地域課題の解決講座の開催を希望する支館への講
師派遣の検討につながるよう情報収集を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
１年を通してコロナ禍にあったことから、支館活動自体の大半が中止を余儀なくされたことから、コロナ
禍での活動支援を模索するとともに、各支館に何が必要なのかを見極めながら、それぞれの実情に応
じた支援を提供していく必要がある。

評価責任者

平川 伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 2 8

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 自治公民館施設整備事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 隈部　智華

事務事業コード 622-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑥公平で誇りの持てる社会づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）コミュニティ活動の充実

□ 該当施策区分 （２）コミュニティ活動拠点の整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市自治公民館施設整備費補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

玉名市内には258箇所の自治公民館が存在している。自治公民館は、地域住民の一番身近な交流施設であり、建物
の中には、老朽化している建物が数多く存在しているため、生涯学習の場並びに交流施設としての充実を図る必要が
ある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、自治公民館

意図
（どのような状態にしたいか）

自治公民館の新築及び修繕の経費を市より補助することで、住民の学習意欲に答え、地域づくりの拠点として施設の
安全及び利便性を向上させる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

社会教育の推進に必要な自治公民館の活動を促進し、社会教育活動
の振興発展を図るため、自治公民館を整備しようとする地区に対して
補助金を交付する。
新築（建築後24年以上の建替えを含む）及び購入（建築後10年以内）
の場合は、事業費の3分の1かつ上限300万円。増築・改築の場合は、
事業費の3分の1かつ上限100万円。修繕の場合は、事業費の3分の1
かつ上限30万円。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 自治公民館施設整備補助事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 560 1,560 1,370 2,200 0

一般財源 560 1,560 1,370 2,200

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.55 0.40 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 2,329 4,572 3,560 4,399

小　　　　計 1,769 3,012 2,190 2,199

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

自治公民館施設整備補助
事業

公民館の新築・改修・修繕を行う行政区に対
し、補助金交付を行う。

補助金交付単年度件
数

件 3 7 6 5

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

112 118 123
公民館の新築・改修・修繕を行う行政区に対
し、補助金交付を行う。 補助金交付累計件数 件 105

4,399

対象１単位あたりのコスト（千円） 776 653 593 880

R03年度予算

対象（ 補助金交付件数 3 7 6 5

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 2,329 4,572 3,560

67.44% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 118.86% （↑） 110.08% （↑）

43.4 45.3 47.6

40.6 43.4 45.8
1 自治公民館整備率

Ｈ17年度以降の補助金累計交付件数/全自
治公民館数（258）×100

％
42.2

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

補助金であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和３年度に向けての調査（区長対象の自治公民館修繕予定）に基づき、予算要求を行ったため、大幅に予算の削減ができ
た。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

引き続き、地域活動の拠点である自治公民館の整備補助を行う。高齢介護課の介護予防拠点整備補助金（100%補助、上限
有）も該当するような修繕であれば案内を行っているが、昨今介護予防拠点整備補助金での修繕後に追加で介護予防補助金
に該当するような修繕の申し込みや相談が多いため、申請をする際十分修繕箇所を検討するよう区長等に説明をし、区の負
担を減らすよう働きかける。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
自治公民館は地域コミュニティを安全安心に行うための拠点となる施設であることから、補助金の周知
に努めると共に、行政区の要望に応えるべく丁寧な説明応対を継続する。

評価責任者

平川 伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

■ ■ ：

□

■ □

□ □ ■ □

□ □
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≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 岱明防災コミュニティセンター建設事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 岸田　稔

事務事業コード 622-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑥公平で誇りの持てる社会づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）コミュニティ活動の充実

□ 該当施策区分 （２）コミュニティ活動拠点の整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 第2次玉名市行政改革大綱、玉名市公共施設適正配置計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

昭和４１年に建設された岱明町公民館は、築５５年以上が経過しており老朽化が著しく、また旧耐震基準の建物で耐
震安全性も確保されておらず、また現在の利用状況からみて利便性の向上のための改修が必要となっている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

岱明町公民館、公民館利用者、市民

意図
（どのような状態にしたいか）

生涯学習活動やまちづくりに寄与する公民館の役割を果たすため、また地域間における連帯感の醸成や連携意識の向上を図る
ためのコミュニティ活動拠点として、新たな公民館で何ができるかという機能を重視し、利用状況に応じた必要な空間や設備を整備
する。また、将来の財政的観点を考慮した効率的で効果的な運営管理となる施設とする。併せて、本来の目的である防災の拠点
を整備する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H30 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
・老朽化が著しく耐震安全性も確保されていない岱明町公民館につい
て、本市の公共施設マネジメント方針である公共施設適正配置計画を
考慮し建て替えを進める。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 岱明防災コミュニティセンター建設事業

②

③

0 0 23,400 0 599,300

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

80,590

小　　　　計 0 0 37,739 0 679,890

一般財源 0 0 14,339 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.70 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 1,179 3,833 39,382 1,649

小　　　　計 1,179 3,833 1,643 1,649

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

岱明防災コミュニティセン
ター建設事業

建て替え工事を行う。 設計、工事 設計 工事

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1,649

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 1 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 1,179 3,833 39,382

2365.06% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 30.52% （↓） 9.66% （↓）

10 35

10
1 事業進捗率 進捗状況 ％

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

議会との意思の合致、市民や利用者に説明をし、建設事業への理解を頂いた。
令和２年度は設計が完了した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

建設工事を計画的に実行し、令和５年度の完成を目指す。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

岱明町公民館は、老朽化が著しく耐震安全性も十分確保されていないため建替えが急務である。 設計予算の執行にあたっては、コロナ
禍にあり、利用者等への直接の説明会は開催できなかったものの書面説明と利用者アンケートに代えて実施することができ、議会の了解
を得て基本設計及び実施設計業務を完了することができた。有利な事業債の活用が決定したことから、建設事業に着手し供用開始に向
けて確実に事業を推進する。

評価責任者

平川　伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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